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『中小企業と銀行取引 №５７』

要注意・要管理債権と引当率
（混迷する引当金議論）

最近のことであるが、銀行の人から慮外なこと
を聞いた。ある会社の返済条件緩和（返済額の返
済能力範囲内への減額）をお願いした所、その銀
行員の顔に明らかに「困った」という表情が表れ
た。「だって、保証協会扱いだから問題ないでし
ょう」と云う私に、「もちろんそれはそうですが、
リスケ（返済条件緩和）をすると要管理債権にな
り、引当金を原則１５％積まなければならなくな
るのです」と云う。「協会扱いでも積まなければ
ならないの」と確認すると、「破綻懸念先になる
と、無担保部分に対して７０％の引当を積むので
すが、その前段階の要管理先には担保・保証の有
る無しに関らず貸出金額に対して引当金を積む
のです」と云う。
　銀行員がリスケ申し出に困惑の表情を浮かべ
た裏には、それを受ければ銀行に追加の引当費用
が大幅に増えてしまうという事情があったのだ。

　ここで改めて、債務者分類と貸倒引当金との関
係を一覧表にしてみた。下表は全ての銀行がそう
しているという意味ではなく、標準的銀行の基準
と思っていただきたい。

引当率 引当対象債権
正常先 １％以下 全貸出債権
要注意先 ３～５％ 〃
要管理先 １５％ 〃
破綻懸念先 ７０％ 無担保債権
実質破綻先 １００％ 無担保債権
　ここで問題になるのは、要注意先と要管理先の
引当率の違いである。要管理先と破綻懸念先の引
当率は金融庁のガイドラインで原則的に１５％、
７０％と示されているが、要注意先は銀行によっ
てかなりバラツキがあると云われている。つまり
は、貸出金回収のリスクに応じた引当金を積んで
いないのではないかという批判が根強い。銀行は
そうした批判に対して、要注意先に対する引当率
を上げることは要注意先への貸出を難しくする
と考え難色を示している。

それはそうだ。要注意先に平均１０％の引当を
積まなければならないとしたら、銀行は要注意先
に融資する意欲が著しく低下する。受取る貸出金

利は年２～４％、それに対して用意しなければな
らない費用（引当）が１０％では採算上割りに合
わない。貸出を増やせば増やすほど負担が増える。
だから要注意先への引当率を上げることに躊躇
するのは銀行として自然のことだ。
事実、１５％の引当が要求される要管理先に区
分されると追加融資を受けることが実質的に困
難となる。引当率引上げは、要注意先への融資を
遮断することに繋がりかねない。

　金融庁のデータによると、今年３月末で日本の
民間金融機関に、総額約１１０兆円の要注意債権
がある。この要注意債権の中で、貸出条件を緩和
したものや３ヶ月以上延滞しているものは要管
理債権として別途管理することが求められてい
る（通常、要管理債権以下を不良債権と呼んでい
る）。それが金額にして１３兆円余りある。従っ
て、引当率が４％程度の要注意債権は差引９７兆
円ということになる。１％引当金を積み増せば、
それだけで金融機関全体で１兆円近くの引当費
用が発生することになる。６％で６兆円だ。この
費用負担が大変なのである。
　
　昨年破綻したそごうもそうであったが、過日経
営破綻したマイカルも殆どの銀行が要注意先に
区分していたという。不良債権には入っていない
要注意先が、要管理先や破綻懸念先を飛び越えて
経営破綻に陥る。これが現時点における日本の銀
行と企業の関係である。
  要注意先マイカルが破綻した結果、メインのみ
ずほグループを始め多くの金融機関が大きな打
撃を受けた。３～５％程度の引当金しか積んでい
なかったのだから仕方ないが、この現実は日本の
金融機関がいかに脆弱な基盤の上に成り立って
いるかを改めて認識させるものだった。

  要注意先や要管理先に対する引当金をどうす
るか。そんな議論が再び沸騰し始めている。もち
ろん金融界は慎重姿勢だ。そんなことをしたら融
資が事実上ストップすると警告する。一方、市場
は銀行の引当不足を見透かして攻撃をしかける。
財界も銀行や不振業界に冷淡になっている。その
間にあって金融庁の足元もふらつき始めている
ように見える。
  どうすれば良いのか。答えは疾うに出ているの
だが誰もそれを実行出来ない。「百年じっと河清
を待つ」とはこのことか。


